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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第30期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）
業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制 及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

法令及び当社定款に基づき、当社ウェブサイト（http://www.jrkyushu.co.jp）に掲載すること
により、株主の皆さまに提供しているものであります。

表紙
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5 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制について、取締役会で決議した内容は次のとおりであります。

(1) 当社及びグループ会社の取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合するこ
とを確保するための体制

　｢JR九州グループ倫理行動憲章｣を策定し、当社及びグループ会社の役員及び社員が企業倫理の確立及
び法令遵守の徹底を図るための行動規範としている。総務部はその行動規範の実践を横断的に総括する
こととし、社員教育等を行う。また、監査役は当社の取締役に対し監査役監査を実施し、内部監査部門
である監査部は当社及びグループ会社の社員の法令遵守の状況を監査し、定期的に取締役会及び監査役
会に報告する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程に従い、当社の取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、「文書等」
という。）に記録し、保存する。当社の取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

(3) 当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社の鉄道の安全の確保については、経営の最重要課題であり、平成18年10月に施行された改正鉄
道事業法に基づき制定した安全管理規程のもと、安全マネジメント態勢を確立し、輸送の安全の確保及
びその維持向上に努める。本社及び各支社に設置された安全推進委員会において運転事故及び労働災害
の防止への取り組みを行うとともに、重大事故や災害発生等の異常時に即応できるよう訓練等を行い万
全の対策を取るものとする。当社の事業運営に重要な影響を与えるリスクについて、業務を管理する各
部署において規程を定め、問題が発生した際には適切な対応等が取れるよう危機管理体制を構築する。
　グループ会社については、その経営を統括・管理する部署を当社に設置し、適正な経営が行われる体
制を確保することに加え、関係会社経営管理規程に基づき、当社の取締役等で構成するグループ経営委
員会においてグループ経営上の重要事項を議論することにより、経営の管理・監督を行う。また、当社
に主管部署及び担当取締役を設定し、グループ経営を管理・サポートすることに加え、当社役員又は社
員がグループ会社の非常勤取締役又は監査役を務めることにより、ガバナンスの強化を図る。

(4) 当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

　当社の取締役会は、取締役の業務分担を決定し、各取締役の担当する業務が効率的に執行される体制
を確保する。また、職務権限規程により取締役及び社員の権限と責任を明確にし、効率的な業務執行体
制を確保する。
　グループ会社については、職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他組織に関する規程を制
定し、効率的な業務執行体制を確保する。

(5) 当社及びグループ会社における業務の適正を確保するための体制
　当社及びグループ会社は、その企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図るため、「JR九州グループ倫
理行動憲章」を策定し、企業倫理及び法令遵守に係る審議機関として「JR九州グループ企業倫理委員
会」を置く。また、法令上疑義のある行為等について、当社及びグループ会社の社員等及び取引先の従
業員等が直接情報提供を行う手段として「JR九州グループ企業倫理ホットライン」（以下、「企業倫理
ホットライン」という。）を運営する。当社及びグループ会社は、暴力団や暴力団関係企業及び総会屋
等に見られる反社会的勢力に対して、毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断及び排除する。

－ 1 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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(6) グループ会社の取締役及び使用人等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関
する体制

　当社は関係会社経営管理規程を定め、グループ経営戦略及びその他の重要な事項について、当社の関
係する取締役等で構成するグループ経営委員会で審議・報告する体制を構築する。また、グループ会社
の営業成績及び財務状況等について、当社へ定期的に報告をする体制を確保する。

(7) 当社の監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項

　当社の監査役は、必要に応じて監査役室所属の社員に監査業務に必要な事項を命令できる。

(8) 当社の監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　当社の監査役より監査業務に必要な命令を受けた監査役室所属の社員は、その命令に関して取締役及
び監査部長等の指揮命令を受けない。

(9) 当社及びグループ会社の取締役及び使用人等が当社の監査役に報告するための体
制

　当社及びグループ会社の取締役、社員並びに使用人等は、法令等の違反行為等、当社及びグループ会
社に重大な影響を及ぼす事項については、速やかに監査役に報告する体制を確保する。また、法令に定
める事項及び内部監査の実施状況並びに企業倫理ホットラインへの通報内容を定期的に監査役に報告す
る。
　企業倫理ホットラインにおいては当該報告者に関する秘密を厳守し、相談を行ったことのみをもって、
不利な取扱い等を行わない。

(10) 当社監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続き及び費
用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役の職務執行に係る費用については、毎年一定額の予算を確保する。

(11) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社の監査役会は、代表取締役又は社外取締役との間で各々定期的な意見交換会を行う。また、当社
の監査役は内部監査部門、会計監査人及びグループ会社の監査役と意見交換等を定期的に行い、連携を
強化する。

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりであります。

(1) 企業倫理の確立及び法令遵守の徹底に関する取り組み
1 「JR九州グループ企業倫理委員会」において、当社グループにおける企業倫理に関する取り組み状

況及び企業倫理ホットラインの運用状況等について報告しました。
2 当社及びグループ会社の役員及び社員に対して、法令遵守に関する研修及び教育を実施しました。
3 反社会的勢力に対して、契約書等への排除条項記載及び信用調査の徹底により、一切の関係遮断及

び排除に取り組みました。

(2) 取締役及び使用人の職務執行に関する適正及び効率性を確保するための取り組み
1 取締役会議事録及び取締役の職務執行に係る文書等は、法令及び規程等に基づいて適切に記録、保

存しました。
2 監査部は、当社及びグループ会社に対して内部監査を実施し、当該監査結果について取締役会及び

監査役会へそれぞれ報告しました。
3 より効率的な業務執行体制の確保のため、組織を一部改正しました。

－ 2 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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(3) 損失の危険の管理に関する取り組み
1 安全推進委員会において、鉄道運転事故や輸送障害等の未然防止及び再発防止に向けた対策を樹立

しました。また、当該対策をグループ会社へも展開し、グループ一体となってこれを強力に推進し
ました。

2 安全管理体制について、監査役及び安全管理部署による監査等を実施しました。
3 グループ経営上の重要事項については、グループ経営委員会において適宜審議、報告しました。ま

た、グループ会社の営業成績等について、当社の取締役会に毎月報告しました。

(4) 監査役監査の実効性確保に関する取り組み
1 監査役の職務執行上必要と認める費用について、予算を確保しました。
2 監査役会は、代表取締役及び社外取締役とそれぞれ定期的に意見交換を行いました。
3 監査役は、監査部より内部監査の実施状況等について定期的に報告を受けたほか、会計監査人及び

グループ会社の監査役とも定期的に監査の実施状況や課題等について意見交換会を実施しました。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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連結株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 16,000 559,735 △283,381 292,354
連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益 44,751 44,751

連結範囲の変動 29 29

連結子会社株式の
取得による持分の増減 114 114

欠損填補 △325,586 325,586 －

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △325,471 370,368 44,896
当連結会計年度末残高 16,000 234,263 86,987 337,250

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 12,791 145 △5,015 7,921 5,469 305,745
連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益 44,751

連結範囲の変動 29

連結子会社株式の
取得による持分の増減 114

欠損填補 －

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) △2,479 △13 360 △2,132 △61 △2,194

連結会計年度中の変動額合計 △2,479 △13 360 △2,132 △61 42,702
当連結会計年度末残高 10,312 132 △4,655 5,789 5,408 348,447

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 4 －

連結株主資本等変動計算書
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連　結　注　記　表

Ⅰ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

⑴　事業報告の「(８)　重要な親会社及び子会社の状況」に記載の重要な子会社を含む37社を連結
の範囲に含めております。

　　なお、従来、非連結子会社であった株式会社おおやま夢工房は、重要性が増したため当連結会
計年度の期首より連結の範囲に含めております。

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社名　株式会社九鉄ビルト等４社
連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の非連結子会社はありません。
⑵　持分法適用の関連会社は、ＪＲ九州セコム株式会社の１社であります。
⑶　持分法を適用しない株式会社九鉄ビルトほかの非連結子会社及び博多ステーションビル株式会

社ほかの関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外
しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社の決算日は２月末日、また上海捷 餐 管
理有限公司の決算日は12月末日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の個別の
計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた連結会社相互間の重要な取引について
は、連結上必要な調整をしております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）により計上しております。
その他有価証券…………
(金銭の信託を含む)

時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法に
より計上しております（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）。時価のないものについて
は、移動平均法による原価法により計上しております。

　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（「金融商品取引法」（昭和23年４
月13日法律第25号）第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法により計上しております。

②　たな卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により計上しております。

販売用物品……………主として総平均法により計上しております。
販売用不動産…………個別法により計上しております。
未成工事支出金………個別法により計上しております。
貯蔵品…………………主として移動平均法により計上しております。
その他…………………主として最終仕入原価法により計上しております。

－ 5 －

連結注記表
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法(平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法)により計上しております。ただし、下記の資産については以下の方法により計上しておりま
す。

鉄道事業固定資産の
うち取替資産

……取替法により計上しております。

建物(建物附属設備を除く)……主として定額法により計上しております。
②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア……………自社利用のソフトウェアについては、定額法により計上しておりま
す。なお、償却期間は社内における利用可能期間（５年）でありま
す。

上記以外の無形固定資産……定額法により計上しております。
③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上
しております。

④　長期前払費用……………定額法により計上しております。
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

③　安全・環境対策等引当金
　鉄道の安全運行の確保を目的とした鉄道施設等に係る安全・環境対策修繕等の支出に備える
ため、その見込額を計上しております。

④　災害損失引当金
　平成28年４月14日に発生した平成28年熊本地震等に伴う復旧費用等の支出に備えるため、
その見積額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法
　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。
　過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により費用処理しております。

⑸　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事
進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工
事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によって
おります。

⑹　工事負担金等の処理方法
　当社は連続立体交差化等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等
より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原
価から直接減額して計上しております。
　連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の
取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

－ 6 －
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⑺　消費税等の処理方法
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

⑻　のれん及び負ののれんの償却に関する事項
　のれん及び負ののれん（平成22年３月31日以前に発生したもの）の償却は、主として20年間
で均等償却しております。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日
以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま
す。この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

Ⅲ　表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表関係）

　従来、流動資産に独立掲記していた「短期貸付金」（当連結会計年度４百万円）は、金額的重要
性が乏しくなったことから、当連結会計年度より、流動資産の「その他」に含めて表示しておりま
す。

Ⅳ　連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
　投資有価証券 292百万円
　その他（投資その他の資産等) 10百万円

　計 302百万円
　上記の投資有価証券及び、その他（投資その他の資産等）の一部は住宅瑕疵担保履行法に基づ
く住宅建設瑕疵担保保証金として福岡法務局に供託しております。

⑵　担保に係る債務
　支払手形及び買掛金 1百万円
　１年内返済予定の長期借入金 7百万円
　長期借入金 71百万円

　計 80百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 725,841百万円

３．固定資産の工事負担金等の受入による圧縮記帳額（累計）
349,902百万円

４．保証債務
　他の会社等の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

従業員 3百万円
大分高速鉄道保有株式会社 42百万円

計 45百万円

－ 7 －
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Ⅴ　連結損益計算書に関する注記
１．災害による損失及び災害損失引当金繰入額

　平成28年４月14日に発生した平成28年熊本地震等に伴う復旧費用等の支出額及び支出見積額を、
それぞれ「災害による損失」及び「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上しております。

２．減損損失
　当社グループは主に管理会計上の区分に従い、事業ごとまたは物件ごとに資産のグループ化を行
っております。なお、鉄道事業資産については、路線のネットワーク全体でキャッシュ・フローを
生成していることから、全路線を一つの資産グループとしております。また、将来の使用が見込ま
れていない遊休資産については、それぞれを独立した単位としております。
　その結果、事業廃止及び処分の意思決定を行った資産や、当初想定していた収益を見込めなくな
った以下の固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を「減損損失」（351百万
円）として、特別損失に計上しております。

（単位：百万円）
主な用途 種類 場所 金額

店舗等 34件 建物及び構築物等 福岡県福岡市　他 334
遊休資産等 5件 建物及び構築物等 福岡県福岡市　他 17

合　　　計 351
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。回
収可能価額を使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを4.0%で割り引いて
算定しております。また、回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税
評価額を合理的に調整した価額等をもとに算定しております。

Ⅵ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　普通株式 160,000,000株

２．配当に関する事項
　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議(予定) 株式の
種類

配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力
発生日

平成29年６月23日
定時株主総会 普通株式 6,160 利益剰余金 38.5 平成29年３月31日 平成29年６月26日

Ⅶ　金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループにおいては、資金運用は有価証券等により行っており、資金調達は銀行等金融機関
からの借入により行っております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、適切な与信管理方針に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、有価証券及び投資有価証券は主として譲渡性預金及び株式であり、上場株式に
ついては四半期ごとに時価の把握を行っております。
　なお、金銭の信託については「長期運用資金管理規程」に従い運用を行っております。
　借入金の使途は、運転資金(主として短期)及び設備投資資金（長期）であります。

－ 8 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日（当社グループの連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、以下のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは、次表に含まれておりません（（注）２ 参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

⑴　現金及び預金 7,337 7,337 ─
⑵　受取手形及び売掛金 45,843 45,843 ─
⑶　未収運賃 1,625 1,625 ─
⑷　未収還付法人税等 9,746 9,746 ─
⑸　有価証券
      及び投資有価証券 76,064 76,085 21

⑹　金銭の信託 55,102 55,102 ─
⑺　支払手形及び買掛金 (37,089) (37,089) ─
⑻　短期借入金 (490) (490) ─
⑼　未払金 (45,573) (45,573) ─
⑽　未払法人税等 (3,817) (3,817) ─
⑾　預り連絡運賃 (1,513) (1,513) ─
⑿　長期借入金 (77,826) (79,798) 1,972

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）１　金融商品の時価の算定方法
　　⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　未収運賃、並びに⑷　未収還付法人税等

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

　　⑸　有価証券及び投資有価証券、並びに⑹　金銭の信託
　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。また、譲渡性預金は基本的に短期間で決済されるため、時価は帳
簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。また、投資信託については、公表されて
いる基準価格によっております。

　　⑺　支払手形及び買掛金、⑻　短期借入金、⑼　未払金、⑽　未払法人税等、並びに⑾　預り連絡運賃
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
　　⑿　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　　長期借入金は、固定金利によるものであり、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

２　非上場株式（連結貸借対照表計上額2,782百万円）、組合出資金（連結貸借対照表計上額8,072百万円）
は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて
困難と認められるため、「⑸　有価証券及び投資有価証券」及び「⑹　金銭の信託」には含めておりませ
ん。
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Ⅷ　賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、賃貸用商業ビル等を有しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価
175,890 264,218

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。
２　当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、不動産鑑定評価基準等に基づいて自社で算定した

金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられる指標に基
づいて自社で算定した金額であります。

３　開発中の資産は、大規模な賃貸商業施設などの開発段階にあることから、時価を把握することが極めて
困難であるため、上記の表中には含めておりません。

Ⅸ　１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,144円00銭

２．１株当たり当期純利益 279円70銭

（注）当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。当該株式分
割については、当連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定してお
ります。

Ⅹ　その他の注記
（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28
日）を当連結会計年度から適用しております。

－ 10 －
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株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

税効果
積立金

固定資産
圧縮

積立金
別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 16,000 171,908 387,700 559,608 27,916 4,479 20,000 △377,982 △325,586 250,021
当事業年度中の変動額

当期純利益 37,630 37,630 37,630
固定資産圧縮積立金の積立 103 △103 － －

欠損填補 △325,586 △325,586 △27,916 △20,000 373,503 325,586 －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 － － △325,586 △325,586 △27,916 103 △20,000 411,030 363,217 37,630
当期末残高 16,000 171,908 62,113 234,021 － 4,582 － 33,047 37,630 287,652

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券評価

差額金
当期首残高 12,336 262,358
当事業年度中の変動額

当期純利益 37,630
固定資産圧縮積立金の積立 －

欠損填補 －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

△2,478 △2,478

当事業年度中の変動額合計 △2,478 35,152
当期末残高 9,858 297,510
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

⑴　子会社株式及び………
関連会社株式

移動平均法による原価法により計上しております。

⑵　その他有価証券………
(金銭の信託を含む)

時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法により
計上しております（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）。時価のないものについては、移動平均法
による原価法により計上しております。

　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（「金融商品取引法」（昭和23年４月13
日法律第25号）第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定さ
れる決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法
により計上しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により計上しております。
⑴　販売用不動産…………個別法により計上しております。
⑵　未成工事支出金………個別法により計上しております。
⑶　貯蔵品…………………移動平均法により計上しております。

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

鉄道事業固定資産
のうち取替資産

……取替法により計上しております。

建物……………………定額法により計上しております。
上記以外の有形固定資産……定率法により計上しております。

但し、平成28年４月１日以降に取得した構築物については、定額法によ
り計上しております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
 

ソフトウェア…………自社利用のソフトウェアについては、定額法により計上しております。
なお、償却期間は社内における利用可能期間（５年）であります。

上記以外の無形固定資産……定額法により計上しております。
⑶　リース資産

所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上して
おります。

⑷　長期前払費用…………定額法により計上しております。
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４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　投資損失引当金
　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態及び回収可能性を勘案して、
必要と認められる額を計上しております。

⑶　賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

⑷　ポイント引当金
　ＳＵＧＯＣＡカード、ＪＱカード及びＪＲ九州Ｗｅｂ会員に付与したポイントの利用に備える
ため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

　　⑸　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し
ております。
　退職給付見込額の期間帰属方法については、給付算定式基準によっております。数理計算上の
差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。過去勤務
費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により
費用処理しております。

⑹　旅行券等引換引当金
　一定期間経過後収益に計上した未引換の旅行券等について、将来の引換時に発生する損失に備
えるため、引換実績を基に見込額を計上しております。

⑺　安全・環境対策等引当金
　鉄道の安全運行の確保を目的とした鉄道施設等に係る安全・環境対策修繕等の支出に備えるた
め、その見込額を計上しております。

⑻　災害損失引当金
　平成28年４月14日に発生した平成28年熊本地震等に伴う復旧費用等の支出に備えるため、そ
の見積額を計上しております。

⑼　債務保証等損失引当金
　関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、個別に必要と認められる額を計上しており
ます。

５．工事負担金等の処理方法
　当社は連続立体交差化等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等よ
り工事費の一部として工事負担金等を受けております。
　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価
から直接減額して計上しております。
　損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原
価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

６．退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書
類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

７．消費税等の処理方法
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取
扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日
以後に取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。この変更
による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

Ⅲ　表示方法の変更に関する注記
　（貸借対照表関係）

　従来、流動資産に独立掲記しておりました「未収収益」（当事業年度88百万円）は、金額的重
要性が乏しくなったため、当事業年度においては、「その他の流動資産」に含めて表示しており
ます。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
投資有価証券 292百万円
その他の投資等 5百万円
　計 297百万円

　上記の投資有価証券、その他の投資等は住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金と
して福岡法務局に供託しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 659,793百万円

３．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等の累計額
鉄道事業固定資産 323,300百万円
関連事業固定資産 17,689百万円
各事業関連固定資産 7,332百万円

４．固定資産の科目ごとの総額
有形固定資産

土地 78,479百万円
建物 132,550百万円
構築物 22,787百万円
車両 4,485百万円
機械装置 4,172百万円
工具器具備品 1,258百万円
リース資産 798百万円

無形固定資産
リース資産 247百万円
その他 1,013百万円

５．偶発債務
⑴　保証債務

大分高速鉄道保有株式会社 42百万円
⑵　経営指導念書等

ＪＲ九州ファーム株式会社 444百万円
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　６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1,897百万円
短期金銭債務 31,035百万円
長期金銭債務 6,561百万円

７．退職給付債務等の残高
退職給付債務 58,681百万円
数理計算上の差異の未償却残高 △6,599百万円
過去勤務費用の未償却残高 127百万円
退職給付引当金残高 52,209百万円

Ⅴ　損益計算書に関する注記
１．営業収益 212,214百万円

２．営業費
運送営業費及び売上原価 144,267百万円
販売費及び一般管理費 11,372百万円
諸税 6,026百万円
減価償却費 7,056百万円

３．関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業収益 21,724百万円
営業費 69,268百万円

営業取引以外の取引高 27,232百万円

４．災害による損失及び災害損失引当金繰入額
　平成28年４月14日に発生した平成28年熊本地震等に伴う復旧費用等の支出額及び支出見積額を、
それぞれ「災害による損失」及び「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上しております。

Ⅵ　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 160,000,000株

Ⅶ　税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、退職給付引当金等であります。
　なお、繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は116,598百万円であります。

Ⅷ　関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種類 会社等の
名称

議 決 権 等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 九鉄工業㈱
所有
直接

72.5％
建設工事の
発注等

建設工事代
（注） 21,620 未払金 11,214

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）　市場価格、総原価等を勘案して、毎期価格交渉のうえ、取引条件を決定しております。
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Ⅸ　１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,859円44銭

２．１株当たり当期純利益 235円19銭

（注）　当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。当該株式
　　　　分割については、当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定してお
　　　　ります。

Ⅹ　その他の注記
（追加情報）
１．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年3月28
日）を当事業年度から適用しております。

２．役員退職慰労金制度の廃止について
　　当社は従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を「役員退職慰労引当

金」として計上しておりましたが、役員退職慰労金制度の廃止に伴い、平成28年６月21日開催の第
29回定時株主総会において、役員退職慰労金の打切り支給を決議し、打切り支給額は退任時に支払う
こととしました。これにより、「役員退職慰労引当金」の全額を「その他の固定負債」へ振替えてお
ります。

　記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、金額以外の数字及び１
株当たり情報につきましては、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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